
 

 

 

平成 28 年熊本地震に関する緊急要請 
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全 国 市 長 会 
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平成２８年熊本地震に関する緊急要請 

4 月 14 日に熊本県熊本地方でマグニチュード 6.5、最大震度 7 の地震が発生した。

さらに、16 日未明にはマグニチュード 7.3、最大震度 7 の本震が発生し、震度 1 以上

の地震回数は 900 回を超えるなど、熊本県や大分県を中心に依然として活発な地震活

動が続いている。 

被災地においては、50 人の死者・行方不明者、1,300 人を超える負傷者を出し、多

くの住宅が損壊し、上下水道や道路、鉄道など生活関連のインフラにも甚大な被害が

発生した。 

余震が相次ぐ中、懸命の救援・救助活動が行われており、全国各地からの支援も届

きつつあるが、熊本県や大分県を中心に依然として多くの住民が大変厳しい避難生活

を強いられている状況である。 

よって、国においては、すでに普通交付税の繰上げ交付、激甚災害（本激）の指定

を決定されたところであるが、被災地の一日も早い復旧・復興に向けた取組を強化、

加速していただくとともに、下記事項について、既存の法制等にとらわれることなく、
迅速かつ万全の措置を講じるよう強く要請する。 

 

記 

 

１ 被災者の生活支援の強化 

⑴ 生活必需品の安定的・継続的な供給 

水、食料をはじめ、各種の生活必需品について、被災者に十分な量が安定的かつ

継続的に供給されるよう、必要な措置を講じること。 

⑵ 早急な住居の確保 

被災者の当面の住居を早急に確保するため、応急仮設住宅の整備や民間賃貸住宅

等の活用を図ること。 

⑶ 健康維持のための支援 

被災者の健康を維持するため、福祉的サポート、健康支援、メンタルケアなど必

要な支援を行うこと。 

 
２ 被災児童・生徒等の支援 

就学が困難な児童・生徒等の支援を図るため、学用品費等の就学援助や授業料等の

負担軽減について、特段の財政措置を講じること。 

 
３ 生活関連インフラの早期復旧に向けた支援 

上下水道、道路、橋梁等の生活関連インフラの全面的な早期復旧に向け、財政的な

支援を含め特段の措置を講じること。 

 
４ 専門職及び技術者等の人材派遣 
 住民の健康維持を支援するための保健師等の専門職や災害後の土地・家屋を調査す

るための土木・建築等の技術者などの人材派遣を計画的に実施すること。 

 
５ 災害廃棄物の処理支援 

震災で生じた大量の災害廃棄物を早急に処理するため、効率的かつ広域的な処理体

制を行うために必要な仮置場について国有地の提供などの支援を行うこと。また、ご

み処理施設・し尿処理施設の早期復旧に向けて、財政措置を講じること。 

 
 



６ 災害復旧・復興に向けた早急な財政措置 
災害復旧・復興や広域避難者の受け入れなどに取り組む地方自治体に対し、実効性

のある補正予算を編成するなど財政措置を早期に実施すること。 

⑴ 土砂災害対策・治水対策に向けた財政措置 

 土砂、がけ崩れ等の災害が多く発生しており、今後梅雨を迎え、緩んだ地盤に対

する大雨により、さらなる災害の発生が危惧されることから、災害復旧に係る経費

のみならず、予防保全的に行う土砂災害対策及び治水対策、内水処理ポンプ場の設

置等に対する財政措置の充実を図ること。 

⑵ 被災した医療・福祉施設に向けた財政措置 

被災により医療・介護行為等が制限されている医療・福祉施設の運営並びに復旧・

再建に向けた特段の財政措置を講じること。 

⑶ 公共施設の建替等に係る新たな財政措置 

被災した学校施設や庁舎等公共施設の建替等は、被災市に大きな財政負担となる

ことから、支援を求める市の実態に即した財政措置の充実を図ること。 

 
７ 製造業及び農林水産業の復興に向けた支援 

九州の基幹産業である自動車産業や半導体産業などが早期に立ち直れるよう支援

を行うとともに、中小企業等や農林水産業に対する支援措置を講じること。 

 
８ 観光産業の復興及び観光客回復に向けた支援 

九州の観光地にある旅館、ホテル及び観光施設は、震災による損害に加え、大型連

休期間中の予約キャンセルが相次いでいる状況にあることから、経営困難に陥ること

がないよう万全の金融措置等を講じるとともに、観光客を一日も早く九州に呼び戻す

ため、国内外に向けての正確な情報発信や風評被害の防止など誘客に向けた支援を早

急に実施すること。 

 
９ 文化財等の早期復旧に向けた支援 

観光のシンボルとなる熊本城や阿蘇神社など、震災により損壊した文化財等の早期

復旧について全面的な支援を行うこと。 
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